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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  化石燃料発電所内の湿式脱硫塔と煙突の間に配置されるように構成された煙道ガス処理
装置であって、一体型煙道ハウジングと、湿式電気集じん装置と、煙道ガス加熱器とを備
え、前記一体型煙道ハウジングは、前記湿式脱硫塔と連通するように構成された煙道ガス
入口チャネルと、前記煙突と連通するように構成された煙道ガス出口チャネルとを有し、
前記湿式電気集じん装置及び前記煙道ガス加熱器は、前記一体型煙道ハウジング内に順に
配置され、前記湿式電気集じん装置は、前記煙道ガス入口チャネルと連通しており、前記
煙道ガス加熱器は、前記煙道ガス出口チャネルと連通しており、第1の遷移煙道が、前記
一体型煙道ハウジング内の、前記湿式電気集じん装置と前記煙道ガス加熱器の間の一部分
に形成され、
  第1の煙道ガス処理ユニットが、煙道ガスの水平の流れ方向に配置された前記湿式電気
集じん装置の一つ及び前記煙道ガス加熱器の一つによって形成され、
  前記第1の煙道ガス処理ユニットの1からN個のグループが設けられ、前記第1の煙道ガス
処理ユニットの複数のグループが配置される場合、前記第1の煙道ガス処理ユニットの前
記複数のグループは、垂直の高さ方向に互いに重複するように配置され、又は水平方向に
並列に配置され、又は垂直の高さ方向の重複された配置及び水平方向の並列な配置の組み
合わされた方法で配置され、前記第1の煙道ガス処理ユニットの各々のグループ内では、
前記煙道ガス入口チャネルは、前記煙道ガス出口チャネルと連通している、煙道ガス処理
装置。
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【請求項２】
  デミスタが、前記湿式電気集じん装置と前記煙道ガス加熱器の間にさらに設けられ、前
記第1の遷移煙道は、前記一体型煙道ハウジング内の、前記湿式電気集じん装置と前記デ
ミスタの間の一部分に位置し、第2の遷移煙道が、前記一体型煙道ハウジング内の、前記
デミスタと前記煙道ガス加熱器の間の一部分に形成される、請求項1に記載の煙道ガス処
理装置。
【請求項３】
  前記第1の遷移煙道及び前記第2の遷移煙道が、いずれも一方向の遷移煙道である、請求
項2に記載の煙道ガス処理装置。
【請求項４】
  前記一方向の遷移煙道が、大きい煙道セクション及び小さい煙道セクションを有し、前
記大きい煙道セクションの領域の、前記小さい煙道セクションの領域に対する比が、2:1
に等しい、又はこれより小さい、請求項3に記載の煙道ガス処理装置。
【請求項５】
  前処理デミスタが、前記一体型煙道ハウジングの煙道ガス入口側に設けられる、請求項
4に記載の煙道ガス処理装置。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、煙道ガス処理の技術分野に関し、詳細には化石燃料発電所用の煙道ガス処理
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　石炭の灰分は、化石燃料発電所の石炭源の多様性によってさまざまな特性を有し、従来
の煙道ガス処理装置は、煤塵放出を20から100mg/Nm3の範囲内で制御することができるに
すぎないが、PM2.5に対する注目が高まり、環境保護の要求事項がますます厳しくなるに
つれ、化石燃料発電所の放出基準は、20から30mg/Nm3の範囲に到達することが必要とされ
、さらには、天然ガス炉の放出要求事項と同様の5mg/Nm3の放出基準が、先進地域では必
要とされている。化学工業で使用される湿式電気集じん装置が、煤塵放出のより厳しい要
求事項を満たすために化石燃料発電所に適用されている。
【０００３】
　湿式脱硫技術は、SO2の殆どを除去することができ、湿式脱硫後の煙道ガスは、ほぼ飽
和した湿性煙道ガスであり、通常はセ氏約50度の温度を有し、そのような煙道ガスが直接
的に煙突に入った場合、以下の問題が引き起こされる。
【０００４】
　セ氏約50℃の温度は、煙道ガスのいくつかの酸露点を下回る。煙道ガスにおいては、煙
道ガスが脱硫反応塔を通り抜けた後、完全に除去されなかった少量の硫黄酸化物、及び除
去されなかった塩化物及びフッ化物が、水存在下で強い腐食性を有する酸を発生させる可
能性があり、それによって後続の煙道及び煙突に重大な腐食を引き起こし、発電所の安全
な稼動を脅かす。したがって、高価な金属又は非金属の材料が通常、腐食防止のために湿
式煙突に使用され、これは、コスト及び構造に関する要求を高くしている。
【０００５】
　低温の脱硫された煙道ガスがすぐに煙突を離れると、煙道ガス内の蒸気は空気と混ざり
、すばやく凝固して小さい水滴を発生させ、それによって白煙又は小雨、すなわち水浮遊
現象を発生させ、それによって視覚公害を引き起こす。さらには、煙道ガスは、脱硫シス
テム内の煤塵及び石こうなどの固体物質を含み、煙突を離れた後の低温煙道ガスは、上昇
高さが低いため、固体物質は、煙突の周りの小領域内に拡散され、それによって発電所の
周りに石こう雨の浮遊現象を引き起こし、そのため環境を著しく汚染する。
【０００６】
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　上記の問題に対処するために、煙道ガスは、湿式電気集じん装置及び煙道ガス加熱器を
順に通り抜け、その後煙突内に排出される。しかし、湿式電気集じん装置及び煙道ガス加
熱器は、異なる位置にあり、装置は独立しているため、これらの装置を配置するためには
広い領域が必要とされる。
【０００７】
　さらに、各々の双方向の遷移煙道は、大きい圧力降下を生み出す可能性があり、煙道ガ
スは、流れの均一性を損ない、したがって抵抗をさらに増大させる流れ均等化オリフィス
プレートが必要とされることがあり、それによって煙道ガス側の高い圧力降下、通風ファ
ンの圧力水頭の増大、及び電力消費の増大を引き起こす。
【０００８】
　結論として、当業者によって解決されるべき技術問題は、装置の占有領域及び煙道ガス
に関する抵抗を低減することである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　これに鑑みて、本出願の目的は、装置の占有領域を低減するために煙道ガス処理装置を
提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記の目的を達成するために、以下の技術解決策が、本出願において提供される。
【００１１】
　化石燃料発電所内の湿式脱硫塔と煙突の間に配置されるように構成された煙道ガス処理
装置であって、一体型煙道ハウジングと、湿式電気集じん装置と、煙道ガス加熱器とを含
み、一体型煙道ハウジングは、湿式脱硫塔と連通するように構成された煙道ガス入口チャ
ネルと、煙突と連通するように構成された煙道ガス出口チャネルとを有し、湿式電気集じ
ん装置及び煙道ガス加熱器は、一体型煙道ハウジング内に順に配置され、湿式電気集じん
装置は、煙道ガス入口チャネルと連通しており、煙道ガス加熱器は、煙道ガス出口チャネ
ルと連通しており、第1の遷移煙道が、一体型煙道ハウジング内の、湿式電気集じん装置
と煙道ガス加熱器の間の一部分に形成される、煙道ガス処理装置が提供される。
【００１２】
　好ましくは、煙道ガス処理装置内では、第1の煙道ガス処理ユニットが、煙道ガスの水
平の流れ方向に配置された湿式電気集じん装置の一つ及び煙道ガス加熱器の一つによって
形成される。
【００１３】
　好ましくは、煙道ガス処理装置内では、第1の煙道ガス処理ユニットの1からN個のグル
ープが設けられ、第1の煙道ガス処理ユニットの複数のグループが配置される場合、第1の
煙道ガス処理ユニットの複数のグループは、垂直の高さ方向に互いに重複するように配置
され、又は水平方向に並列に配置され、又は垂直の高さ方向の重複された配置及び水平方
向の並列な配置の組み合わされた方法で配置され、第1の煙道ガス処理ユニットの各々の
グループ内では、煙道ガス入口チャネルは、煙道ガス出口チャネルと連通している。
【００１４】
　好ましくは、煙道ガス処理装置内では、第2の煙道ガス処理ユニットが、垂直方向に配
置された湿式電気集じん装置の一つ及び煙道ガス加熱器の一つによって形成される。
【００１５】
　好ましくは、煙道ガス処理装置内では、第2の煙道ガス処理ユニットの1からN個のグル
ープが設けられ、第2の煙道ガス処理ユニットの複数のグループが配置される場合、第2の
煙道ガス処理ユニットの複数のグループは、水平方向に並列に配置され、第2の煙道ガス
処理ユニットの各々のグループ内では、煙道ガス入口チャネルは、煙道ガス出口チャネル
と連通している。
【００１６】
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　好ましくは、煙道ガス処理装置内では、デミスタが、湿式電気集じん装置と煙道ガス加
熱器の間にさらに設けられ、第1の遷移煙道が、一体型煙道ハウジング内の、湿式電気集
じん装置とデミスタの間の一部分に位置し、第2の遷移煙道が、一体型煙道ハウジング内
の、デミスタと煙道ガス加熱器の間の一部分に形成される。
【００１７】
　好ましくは、煙道ガス処理装置内では、第1の遷移煙道及び第2の遷移煙道は、いずれも
一方向の遷移煙道である。好ましくは、煙道ガス処理装置内では、一方向の遷移煙道は、
大きい煙道セクション及び小さい煙道セクションを有し、大きい煙道セクションの領域の
、小さい煙道セクションの領域に対する比は、2:1に等しい、又はこれより小さい。
【００１８】
　好ましくは、煙道ガス処理装置内では、前処理デミスタが、一体型煙道ハウジングの煙
道ガス入口側に設けられる。
【００１９】
　上記の技術解決策によれば、作動中、湿式脱硫塔からの煙道ガスは、最初に一体型煙道
ハウジング内の湿式電気集じん装置を通り抜けて、微細な煤塵、石こう、酸性霧滴、及び
重金属の殆どを除去し、それによって空気への汚染物質を低減する。次いで、煙道ガスは
、一体型煙道ハウジング内の煙道ガス加熱器によって加熱され、最終的には煙道ガス一体
化装置後方の煙道を介して煙突に入り、空気中に排出される。
【００２０】
　従来の技術と比較して、本出願の煙道ガス処理装置においては、湿式電気集じん装置及
び煙道ガス加熱器が、一体型煙道ハウジング内に一体化されているため、煙道ガス処理装
置の占有領域は、装置が別々に配置されている解決策のものより小さい。
【００２１】
　さらに、双方向の遷移煙道が、一体型煙道ハウジング内に配置されることは必要とされ
ないため、煙道ガスは、良好な流れ均一性を有し、さらに、煙道内に流れ均等化オリフィ
スプレートを配置することは必要とされず、したがって煙道ガスは抵抗が小さく、それに
よって通風ファンの電力消費を低減し、発電所の効率を増大させる。
【００２２】
　本出願の実施形態又は従来の技術における解決策をより明確に例示するため、実施形態
又は従来の技術を説明するために参照される図が、これ以後簡潔に説明される。明白なこ
とに、以下の説明における図は、本出願の実施形態のいくつかにすぎず、当業者向けに、
他の図が、いかなる創意努力も有さずにこれらの図に基づいて取得され得る。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本出願の実施形態による第1の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図。
【図２】図1に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図。
【図３】本出願の実施形態による第2の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図。
【図４】図3に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図である。
【図５】本出願の実施形態による第3の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図。
【図６】図5に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図。
【図７】本出願の実施形態による第4の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図。
【図８】図7に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図。
【図９】本出願の実施形態による第5の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図。
【図１０】図9に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図。
【図１１】本出願の実施形態による第6の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図。
【図１２】図11に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図。
【図１３】本出願の実施形態による第7の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図。
【図１４】図13に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図。
【図１５】本出願の実施形態による第8の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図。
【図１６】図15に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図。
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【図１７】本出願の実施形態による一方向の遷移煙道の構造を示す概略正面図。
【図１８】図17に示す一方向の遷移煙道の構造を示す概略側面図。
【図１９】図17に示す一方向の遷移煙道の構造を示す別の概略側面図。
【図２０】本出願の実施形態による別の一方向の遷移煙道の構造を示す概略正面図。
【図２１】図20に示す一方向の遷移煙道の構造を示す概略側面図。
【図２２】図20に示す一方向の遷移煙道の構造を示す別の概略側面図。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　従来の技術では、湿式電気集じん装置、デミスタ及び煙道ガス加熱器は、異なる技術分
野に属し、異なる製造者によって設計及び供給され、装置の数量は通常異なっており、そ
の配置方法及びサイズを合致させることは困難である。したがって、従来技術では、これ
らの異なる装置は、異なる位置に配置され、双方向の遷移煙道が、異なる装置間に設けら
れる。そのような配置により、製造者は、いかなる干渉も無く独立に設計することができ
、それによって責任転嫁を防止している。本出願の目的は、装置の占有領域及び煙道ガス
に関する抵抗を低減するために煙道ガス処理装置を提供することである。
【００２５】
　これ以後、図を併用して実施形態が説明される。これ以後説明する実施形態は、特許請
求の範囲によって定義された本出願の内容を限定することは意図されていない。さらに、
以下の実施形態によって形成された全体内容は、特許請求の範囲によって定義された本出
願の解決策に必要とされる内容に限定されるものではない。
【００２６】
　図1から8を参照するが、図1は、本出願の実施形態による第1の煙道ガス処理装置の構造
を示す概略正面図であり、図2は、図1に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図で
あり、図3は、本出願の実施形態による第2の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図で
あり、図4は、図3に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図であり、図5は、本出
願の実施形態による第3の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図であり、図6は、図5
に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図であり、図7は、本出願の実施形態によ
る第4の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図であり、図8は、図7に示す煙道ガス処
理装置の構造を示す概略上面図である。
【００２７】
　煙道ガス処理装置1は、化石燃料発電所内の湿式脱硫塔2と煙突3の間に配置されるよう
に構成される。煙道ガス処理装置1は、一体型煙道ハウジング14と、湿式電気集じん装置1
1と、煙道ガス加熱器13とを含み、一体型煙道ハウジング14は、湿式脱硫塔2と連通するよ
うに構成された煙道ガス入口チャネル15と、煙突と連通するように構成された煙道ガス出
口チャネル18とを有する。湿式電気集じん装置11及び煙道ガス加熱器13は、一体型煙道ハ
ウジング14内に順に配置され、湿式電気集じん装置11は、煙道ガス入口チャネル15と連通
しており、煙道ガス加熱器13は、煙道ガス出口チャネル18と連通しており、第1の遷移煙
道16が、一体型煙道ハウジング14内の、湿式電気集じん装置11と煙道ガス加熱器13の間の
一部分に形成される。
【００２８】
　作動中、湿式脱硫塔2からの煙道ガスは、最初に一体型煙道ハウジング14内の湿式電気
集じん装置11を通り抜けて、微細な煤塵、石こう、酸性霧滴、及び重金属の殆どを除去し
、それによって空気への汚染物質を低減する。次いで、煙道ガスは、一体型煙道ハウジン
グ14内の煙道ガス加熱器13によって加熱され、最終的には煙道ガス一体化装置後方の煙道
を介して煙突3に入り、空気中に排出される。
【００２９】
　従来の技術と比較して、本出願の煙道ガス処理装置1においては、湿式電気集じん装置1
1及び煙道ガス加熱器13が、一体型煙道ハウジング14内に一体化されているため、煙道ガ
ス処理装置1の占有領域は、装置が別々に配置されている解決策のものより小さい。
【００３０】
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　さらに、双方向の遷移煙道が、一体型煙道ハウジング14内に配置されることは必要とさ
れないため、煙道ガスは、良好な流れ均一性を有し、さらに、煙道内に流れ均等化オリフ
ィスプレートを配置することは必要とされず、したがって煙道ガスは抵抗が小さく、それ
によって通風ファンの電力消費を低減し、発電所の効率を増大させる。
【００３１】
　図1から4に示すように、これらの実施形態による煙道ガス処理装置においては、第1の
煙道ガス処理ユニット100が、水平に配置された一つの湿式電気集じん装置11及び一つの
煙道ガス加熱器13によって形成される。
【００３２】
　第1の煙道ガス処理ユニット100の1からN個のグループが設けられてよく、図1及び2の煙
道ガス処理装置1は、第1の煙道ガス処理ユニット100の1個のグループを有し、図3及び4の
煙道ガス処理装置1は、第1の煙道ガス処理ユニット100の6個のグループを有する。第1の
煙道ガス処理ユニット100の複数のグループが配置される場合、第1の煙道ガス処理ユニッ
ト100の複数のグループは、垂直の高さ方向に互いに重複するように配置され、又は水平
方向に並列に配置され、又は垂直の高さ方向の重複された配置及び水平方向の並列な配置
の組み合わされた方法で配置され、第1の煙道ガス処理ユニット100の各々のグループ内で
は、煙道ガス入口チャネル15は、煙道ガス出口チャネル18と連通している。
【００３３】
　図3及び4に示すように、煙道ガス処理装置は、水平に配置された第1の煙道ガス処理ユ
ニット100の2個のグループを有し、水平に配置された第1の煙道ガス処理ユニット100の各
々のグループは、垂直方向に配置された第1の煙道ガス処理ユニット100の3個のグループ
を有する。
【００３４】
　図5から8に示すように、第2の煙道ガス処理ユニット200が、垂直方向に配置された一つ
の湿式電気集じん装置11及び一つの煙道ガス加熱器13によって形成される。
【００３５】
　上記の煙道ガス処理装置1では、第2の煙道ガス処理ユニット200の1からN個のグループ
が設けられてよい。図5及び6の煙道ガス処理装置1は、第2の煙道ガス処理ユニット200の1
個のグループを有し、図7及び8の煙道ガス処理装置1は、第2の煙道ガス処理ユニット200
の6個のグループを有する。第2の煙道ガス処理ユニット200の複数のグループが配置され
る場合、第2の煙道ガス処理ユニット200の複数のグループは、水平方向に並列に配置され
、第2の煙道ガス処理ユニット200の各々のグループ内では、煙道ガス入口チャネル15は、
煙道ガス出口チャネル18と連通している。
【００３６】
　さらに、上記の技術解決策を最適化するために、デミスタ12が、本出願の実施形態にお
いてさらに設けられ、デミスタ12は、湿式電気集じん装置11と煙道ガス加熱器13との間に
配置される。なお、前処理デミスタを、一体型煙道ハウジングの電動ガス入口側に設けて
もよい。
【００３７】
　図9から16を参照するが、図9は、本出願の実施形態による第5の煙道ガス処理装置の構
造を示す概略正面図であり、図10は、図9に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面
図であり、図11は、本出願の実施形態による第6の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正
面図であり、図12は、図11に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図であり、図13
は、本出願の実施形態による第7の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図であり、図1
4は、図13に示す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図であり、図15は、本出願の実
施形態による第8の煙道ガス処理装置の構造を示す概略正面図であり、図16は、図15に示
す煙道ガス処理装置の構造を示す概略上面図である。
【００３８】
　湿式電気集じん装置11、デミスタ12及び煙道ガス加熱器13は、一体型煙道ハウジング14
内に順に配置され、湿式電気集じん装置11は、煙道ガス入口チャネル15と連通しており、
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煙道ガス加熱器13は、煙道ガス出口チャネル18と連通している。第1の遷移煙道16が、一
体型煙道ハウジング14内の、湿式電気集じん装置11とデミスタ12の間の一部分に形成され
、第2の遷移煙道17が、一体型煙道ハウジング14内の、デミスタ12と煙道ガス加熱器13の
間の一部分に形成される。
【００３９】
　作動中、湿式脱硫塔2からの煙道ガスは、最初に一体型煙道ハウジング14内の湿式電気
集じん装置を通り抜けて、微細な煤塵、石こう、酸性霧滴、及び重金属の殆どを除去し、
それによって空気への汚染物質を低減する。次いで、煙道ガスは、一体型煙道ハウジング
14内のデミスタ12を通り抜けて、湿式電気集じん装置からの大きい液滴を除去し、それに
よって酸性霧粒が煙道ガス加熱器13に付着され得る可能性を低減し、酸性霧粒の加熱及び
濃縮プロセスにおいて引き起こされる装置に対する腐食を減少させ、次いで、煙道ガスは
、一体型煙道ハウジング14内の煙道ガス加熱器13によって加熱され、最終的には煙道ガス
一体化装置後方の煙道を介して煙突3に入り、空気中に排出される。
【００４０】
　従来の技術と比較して、本出願の煙道ガス処理装置1においては、湿式電気集じん装置1
1、デミスタ12及び煙道ガス加熱器13が、一体型煙道ハウジング14内に一体化されている
ため、煙道ガス処理装置1の占有領域は、装置が別々に配置されている解決策のものより
小さい。
【００４１】
　さらに、双方向の遷移煙道が、湿式電気集じん装置11とデミスタ12の間、及びデミスタ
12と煙道ガス加熱器13の間に配置されることは必要とされないため、煙道ガスは、良好な
流れ均一性を有し、さらに、煙道内に流れ均等化オリフィスプレートを配置することは必
要とされず、したがって煙道ガスは抵抗が小さく、それによって通風ファンの電力消費を
低減し、発電所の効率を増大させる。
【００４２】
　図9から12に示すように、これらの実施形態による煙道ガス処理装置1において、第1の
煙道ガス処理ユニット100は、水平に配置された一つの湿式電気集じん装置11、一つのデ
ミスタ12、及び一つの煙道ガス加熱器13によって形成される。
【００４３】
　第1の煙道ガス処理ユニット100の1からN個のグループが設けられてよく、図9及び10の
煙道ガス処理装置1は、第1の煙道ガス処理ユニット100の1個のグループを有し、図11及び
12の煙道ガス処理装置1は、第1の煙道ガス処理ユニット100の6個のグループを有する。第
1の煙道ガス処理ユニット100の複数のグループが、配置される場合、第1の煙道ガス処理
ユニット100の複数のグループは、垂直の高さ方向に互いに重複するように配置され、又
は水平方向に並列に配置され、又は垂直の高さ方向の重複された配置及び水平方向の並列
な配置の組み合わされた方法で配置され、第1の煙道ガス処理ユニット100の各々のグルー
プ内では、煙道ガス入口チャネル15は、煙道ガス出口チャネル18と連通している。
【００４４】
　図11及び12に示す煙道ガス処理装置は、水平に配置された第1の煙道ガス処理ユニット1
00の2個のグループを有し、水平に配置された第1の煙道ガス処理ユニット100の各々のグ
ループは、垂直方向に配置された第1の煙道ガス処理ユニット100の3個のグループを有す
る。
【００４５】
　図13から16に示すように、第2の煙道ガス処理ユニット200が、垂直方向に配置された一
つの湿式電気集じん装置11、一つのデミスタ12、及び一つの煙道ガス加熱器13によって形
成される。
【００４６】
　上記の煙道ガス処理装置1では、第2の煙道ガス処理ユニット200の1からN個のグループ
が、設けられてよい。図13及び14の煙道ガス処理装置は、第2の煙道ガス処理ユニット200
の1個のグループを有し、図15及び16の煙道ガス処理装置は、第2の煙道ガス処理ユニット
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200の4個のグループを有する。第2の煙道ガス処理ユニット200の複数のグループが配置さ
れる場合、第2の煙道ガス処理ユニット200の複数のグループは、水平方向に並列に配置さ
れ、第2の煙道ガス処理ユニット200の各々のグループ内では、煙道ガス入口チャネル15は
、煙道ガス出口チャネル18と連通している。
【００４７】
　上記の実施形態では、煙道内の抵抗を低減するために、第1の遷移煙道16及び第2の遷移
煙道17は、いずれも一方向の遷移煙道4である。
【００４８】
　図17から22を参照するが、図17は、本出願の実施形態による一方向の遷移煙道の構造を
示す概略正面図であり、図18は、図17に示す一方向の遷移煙道の構造を示す概略側面図で
あり、図19は、図17に示す一方向の遷移煙道の構造を示す別の概略側面図であり、図20は
、本出願の実施形態による別の一方向の遷移煙道の構造を示す概略正面図であり、図21は
、図20に示す一方向の遷移煙道の構造を示す概略側面図であり、図22は、図20に示す一方
向の遷移煙道の構造を示す別の概略側面図である。
【００４９】
　一方向の遷移煙道4は、大きい煙道セクション41及び小さい煙道セクション42を含み、
大きい煙道セクション41及び小さい煙道セクション42は、煙道ガスの流れ方向に任意の順
に配置され得る。大きい煙道セクション41の領域の、小さい煙道セクション42の領域に対
する比が、2:1に等しい、又はこれより小さい。

                                                                                
【００５０】
　図18に示す一方向の遷移煙道4は、四角柱構造を有し、一方向の遷移煙道4のセクション
は、大きい煙道セクション41の四辺から小さい煙道セクション42まで徐々に縮小される。
【００５１】
　図19に示す一方向の遷移煙道4は、四角柱構造を有し、一方向の遷移煙道4のセクション
は、大きい煙道セクション41の二辺から小さい煙道セクション42まで徐々に縮小される。
【００５２】
　図21に示す一方向の遷移煙道4は、四角柱構造を有し、一方向の遷移煙道4のセクション
は、大きい煙道セクション41の三辺から小さい煙道セクション42まで徐々に縮小される。
【００５３】
　図22に示す一方向の遷移煙道4は、四角柱構造を有し、一方向の遷移煙道4のセクション
は、大きい煙道セクション41の一辺から小さい煙道セクション42まで徐々に縮小される。
【００５４】
　上記の一方向の遷移煙道4は、実施形態のいくつかにすぎず、大きい煙道セクション41
及び小さい煙道セクション42を含むいかなる遷移煙道も、本出願の範囲に含まれるとみな
される。
【００５５】
　上記の実施形態の説明に基づいて、当業者は、本出願を実施又は使用することができる
。当業者にとって、これらの実施形態に対して数多くの改変を加えることは自明である。
本明細書において定義された全般的な原理は、本出願の趣旨又は範囲から逸脱することな
く他の実施形態において実現されてよい。したがって、本出願は、本明細書に示す実施形
態に限定されず、本明細書において開示する原理及び新規の特徴と一致する最大限の範囲
によって定義されなければならない。
【符号の説明】
【００５６】
　1　煙道ガス処理装置
　2　湿式脱硫塔
　3　煙突
　4　一方向の遷移煙道
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　11　湿式電気集じん装
　12　デミスタ
　13　煙道ガス加熱器
　14　一体型煙道ハウジング
　15　煙道ガス入口チャネル
　16　第1の遷移煙道
　17　第2の遷移煙道
　18　煙道ガス出口チャネル
　41　大きい煙道セクション
　42　小さい煙道セクション
　100　第1の煙道ガス処理ユニット
　200　第2の煙道ガス処理ユニット

【図１】 【図２】
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